
移住・交流推進機構（ＪＯＩＮ）
各種の移住・交流関連団体等

地方自治体

自治体独自の
募集による受入れ

「地域おこし協力隊」の推進

連携

大学
ＮＰＯ 移住・交流

関連団体等
NPO・大学等の事業を

活用した受入れ

支援

総 務 省

｢地域おこし協力隊員｣が
地域協力活動を実施

交流条件を整理して受入れ、
「地域おこし協力隊員」として

委嘱

～ 意欲ある都市住民（若者等）を、地域社会の新たな担い手へ ～
平成２１年度に３００人程度 ３年後に毎年３，０００人規模を目指す

・地域おこし協力隊員＝概ね１年以上３年以下、地域で生活し、農林漁業の応援、水源保全・監視等の地域協力活動を実施
・地方自治体＝都市住民を様々な方法で募集して受け入れ、地域おこし協力隊員に委嘱。地域協力活動をコーディネート

（定住・定着に向けたフォローアップも別途実施）
・総務省＝地方自治体に対して、財政措置、情報提供等により支援

※ 農水省によるコーディネート団体への
支援の予定あり（平成２１年度予算案）
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